
参考資料５ 
安全保障技術研究推進制度 委託契約事務処理要領（契約書の様式等含む）の改訂点について 

 

２０１７．２．７ 
事務局調べ 

防衛装備庁のホームページに公開されている「安全保障技術研究推進制度 委託契約事務処理要領（平成２９年２月 制定 防衛装備庁）」

http://www.mod.go.jp/atla/funding/h28jimuyouryou_v1.pdfと、「安全保障技術研究推進制度 委託契約事務処理要領（平成２７年１０月 制定 防衛装備庁）」

http://www.mod.go.jp/atla/funding/h27jimuyouryou_v2.pdfとを比較し、事務局において相違している部分を以下に整理し、変更のポイント等を備考欄に注記した。 
 
該当箇所 項目 平成２９年２月制定版 平成２７年１０月制定版 備考 

  （変更のある関連部分のみ抜粋） （変更のある関連部分のみ抜粋）  
第１ 定義    
  第１ この要領において、次の各号に掲げる用語の定義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。 
（中略） 

 
同左 

 

  ⑿ 「保護すべき情報」とは、行政機関の保有する情報の

公開に関する法律（平成11 年法律第42 号）第５条第２

号並びに第６号イ、ロ及びハに規定する情報をいう。 

⑿ 「保護すべき情報」とは、行政機関の保有する情報の

公開に関する法律（平成11 年法律第42 号）第５条に規

定する不開示情報に相当するもの又は独立行政法人等の

保有する情報の公開に関する法律（平成13 年法律第140 
号）第５条に規定する不開示情報に相当するものをいう。 

・用語の整理と思わ

れる。（「保護すべき

情報」の定義から「個

人情報」を除いた。契

約書第44条が関係） 
  ⒀ 「個人情報」とは、行政機関の保有する情報の公開に

関する法律第５条第１号に規定する情報をいう。 
⒀ 「個人情報」とは、保護すべき情報のうち、行政機関

の保有する情報の公開に関する法律 （平成 11 年法律第

42 号）第５条第１項（ただし書きを除く）において規定

された情報をいう。 

・用語の整理と思わ

れる。（「保護すべき

情報」とは別に「個人

情報」を定義した。契

約書第45条が関係） 
  ⒄ 「特定秘密」とは、特定秘密の保護に関する法律（平

成２５年法律第１０８号）第３条第１項に規定する特定秘

密をいう。 

 
該当なし 

・契約書第３４条で、

研究成果を特定秘密

やその他の秘密に指

定しないこと、第４

８条で、本契約に係
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る業務において、特

定秘密その他秘密を

乙に提供しないとし

たことから、定義が

必要となったと思わ

れる。 
  ⒅ 「秘密」とは、日米相互防衛援助協定等に伴う秘密保

護法（昭和２９年法律第１６６号）第１条第３項に規定す

る特別防衛秘密、秘密保全に関する訓令（平成１９年防衛

省訓令第３６号）第２条第１項に規定する秘密及び防衛装

備庁における秘密保全に関する訓令（平成２７年防衛装備

庁訓令第２６号）第２条第１項に規定する秘密をいう。 

 
該当なし 

・上記参照 

     
第31 研究成果の

公表 

   

  （研究成果の公表） 
第31 委託契約書第３６条第１項に定める甲への通知は、

様式第４０の「成果公表届」による。 

（研究成果の発表） 
第31 甲及び乙は、本委託業務の成果を外部に発表しよう

とする場合には、発表の内容、時期等について、他の当事

者の書面による事前の承諾を得るものとする。ただし、甲

又は乙は、正当な理由なくその承諾を拒んではならないも

のとする。 

・甲から制限される

ことなく乙は研究成

果を公表できると

し、公表にあたり事

前の通知を求めるこ

ととしたので、その

通知の様式を定義す

る内容に変更されて

いる。 
（旧32） （成果の公

表手続き） 

 
（削除された） 

（成果の発表手続き） 
第32 乙は、委託契約書第３３条第３項に定める委託業務

の成果によって生じた著作物及びその二次的著作物の公

表をする場合は、事前に様式第４０の「成果公表届」を甲

に提出する。 

・新第31に内容的に

吸収された。 
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様式第一     
委託契約

書 

    

 知財財産権

の範囲 

（知的財産権の範囲） 
第２４条 委託業務の実施によって得た委託業務上の成果

にかかる「知的財産権」とは、次の各号に掲げるものをい

う。 
⑴ 特許法（昭和３４年法律第１２１号）に規定する特許

権（以下「特許権」という。）、特許法に規定する特許を受

ける権利、実用新案法（昭和３４年法律第１２３号）に規

定する実用新案権（以下「実用新案権」という。）、実用新

案法に規定する実用新案登録を受ける権利、意匠法（昭和

３４年法律第１２５号）に規定する意匠権（以下「意匠権」

という。）、意匠法に規定する意匠登録を受ける権利、半導

体集積回路の回路配置に関する法律（昭和６０年法律第４

３号）に規定する回路配置利用権（以下「回路配置利用権」

という。）、種苗法（平成１０年法律第８３号）に規定する

育成者権（以下「育成者権」という。）、種苗法に規定する

品種登録を受ける権利及び外国における上記各権利に相

当する権利（以下「産業財産権」と総称する。） 
⑵ 著作権法（昭和４５年法律第４８号）に規定する著作

権（著作権法第２１条から第２８条に規定するすべての権

利を含む）並びに外国における上記権利に相当する権利

（以下「著作権」という。） 
⑶ 前２号に掲げる権利の対象とならない技術情報のうち

秘匿することが可能なものであって、かつ、財産的価値の

あるものの中から、乙の申出により、甲、乙協議のうえ、

特に指定するもの（以下「ノウハウ」という。）を使用す

（知的財産権の範囲） 
第２４条 委託業務の実施によって得た委託業務上の成果

にかかる「知的財産権」とは、次の各号に掲げるものをい

う。 
⑴ 同左 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑵ 同左 
  
 
 
⑶ 前２号に掲げる権利の対象とならない技術情報のうち

秘匿することが可能なものであって、かつ、財産的価値の

あるものの中から、甲、乙協議のうえ、特に指定するもの

（以下「ノウハウ」という。）を使用する権利 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ノウハウの指定の

イニシアティブが乙

にあることが「乙の

申し出により」の追
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る権利 
（後略） 

 
（後略） 

加で明確にされた。 
 

 ノウハウの

指定 

（ノウハウの指定） 
第３０条 乙は、ノウハウの指定にあたっては、秘匿すべ

き期間を明示するものとする。 
 
２ 前項の秘匿すべき期間は、委託業務の完了又は廃止の

日の属する会計年度の翌日から起算して ５年以内 とす

る。ただし、乙の申出により、ノウハウの指定後において

必要があるときは、甲、乙協議のうえ、秘匿すべき期間を

延長し、又は短縮することができる。 

（ノウハウの指定） 
第３０条 甲及び乙は、第２４条第１項第３号に規定する

ノウハウの指定にあたっては、秘匿すべき期間を明示する

ものとする。 
２ 前項の秘匿すべき期間は、委託業務の完了又は廃止の

日の属する会計年度の翌日から起算して５年間とする。

ただし、指定後において必要があるときは、甲、乙協議の

うえ、秘匿すべき期間を延長又は短縮することができる。 

・ノウハウの秘匿期

間の決定権が乙にあ

ることを明確にし

た。（その他文言の整

理） 
・秘匿すべき期間が

一律５年間から、５

年以内と短縮され

た。 
・期間の延長・短縮の

発議のイニシアティ

ブが乙にあることが

「乙の申し出によ

り」の追加で明確に

された。 
 成果の利用

行為 

（成果の利用行為） 
第３３条 甲及び甲が指定する者は、第２５条第１項の規

定にかかわらず、委託業務により納入された著作物に係る

著作権について、無償で実施することができる。 
２ 乙は、甲及び甲が指定する者による実施について、著

作者人格権を行使しないものとする。また、乙は、当該著

作物の著作者が乙以外の者であるときは、当該著作者が著

作者人格権を行使しないように必要な措置をとるものと

する。 
 

（第三項が削除された） 

（成果の利用行為） 
第３３条 同左 
 
 
２ 同左 
 
 
 
 
３ 乙は、委託業務の成果によって生じた著作物及びその

二次的著作物の公表に際し、委託業務による成果である旨

を標記するものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・委託業務の成果に

よって生じた著作物

及びその二次的著作
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物の公表に際し、委

託業務による成果で

ある旨を標記が求め

られなくなった。 
 研究成果の

取扱い 

（研究成果の取扱い） 
第３４条 甲は、得られた成果を特定秘密その他秘密に指

定しない。 

 
該当なし 

・研究成果が特定秘

密やその他の秘密に

指定されないことが

明記された。 
  （第３４条が新規に追加されたので、以降、条の番号は繰

り下がる） 
  

 研究成果の

公表 

（研究成果の公表） 
第３６条 乙は、得られた成果を甲から制限されることな

く公表することができる。この場合において、公表する内

容は、あらかじめ甲に通知するものとする。 
２ 前項の場合において、特段の理由がある場合を除き、

公表する 内容が甲の本委託研究の結果得られたものであ

ることを明示しなければならない。 

（研究上の成果の発表又は公開） 
第３５条 乙は、得られた成果について外部へ発表及び公

開 することができる。ただし、発表及び公開にあたって

は、その内容についてあらかじめ甲に確認 するものとす

る。 
２ 前項において、発表又は公開する場合は特段の理由が

ある場合を除き、その 内容が甲の本委託研究の結果得ら

れたものであることを明示しなければならない。 

・「甲から制限される

ことなく公表するこ

とができる」と明記

された。また、甲の

「確認」は乙から甲

への「通知」に変更さ

れた。 

 不正競争防

止法に係る

情報の保持 

（不正競争防止法に係る情報の保持） 
第４３条 甲は、委託業務の実施にあたり、乙から開示

又は提供を受け若しくは知り得た技術上及び営業上の有

用な情報が営業秘密（不正競争防止法（平成５年法律第47 
号）第２条第６項に規定する営業秘密をいう。以下同じ。）

に該当する旨の通知があった場合には、当該営業秘密を

第三者に漏らしてはならない。ただし、乙から書面による

承諾を得たとき又は当該情報が次の各号のいずれかに該

当するときは、この限りではない。 
 
⑴ 知り得た際、既に公知となっている事項 

（不正競争防止法に係る情報の保持） 
第４２条 甲及び乙は、委託業務の実施にあたり、他の当

事者より 開示又は提供を受け若しくは知り得た技術上及

び営業上の有用な情報について、不正競争防止法（平成５

年法律第47 号）第二条第６項に規定する営業秘密（以下

「営業秘密」という。）に該当する旨、他の当事者より通

知があった場合、当該営業秘密を第三者に漏らしてはなら

ない。ただし、他の当事者から書面による承諾を得た場

合、若しくは 当該情報が次の各号のいずれかに該当する

場合はこの限りではない。 
⑴ 知り得た際、既に公知となっている事項 

・不正競争防止法に

係る情報（営業秘密）

に関しては、乙から

甲に開示・提供され

る情報に関する甲の

保持義務のみとなっ

た。（従前は、双務的

な規定で乙も義務が

あったが、これがな

くなった。） 
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⑵ 知り得た後、自己の責に帰すべき事由によらず、刊行

物その他により公知となった事項 
⑶ 知り得た時点で、既に自ら所有していたことを書面で

証明できる事項 
⑷ 知り得た後、正当な権利を有する第三者から合法的に

入手した事項 

⑵ 知り得た後、自己の責に帰すべき事由によらず、刊行

物その他により公知となった事項 
⑶ 知り得た時点で、既に自ら所有していたことを書面で

証明できる事項 
⑷ 知り得た後、正当な権利を有する第三者から合法的に

入手した事項 
 保護すべき

情報の保持 

（保護すべき情報の保持） 
第 ４４条 乙は 、本契約の履行に際し知り得た知識のう

ち、保護すべき情報を第三者に漏らしてはならない。 
２ 乙は、前項で規定された情報を他の当事者に提供する

場合、当該情報の範囲を明確に示すものとする。 

（保護すべき情報の保持） 
第４３条 甲及び乙は、本契約の履行に際し知り得た知識

のうち、保護すべき情報を第三者に漏らしてはならない。 
２ 甲及び乙は、前項で規定された情報を他の当事者に提

供する場合、当該情報の範囲を明確に示すものとする。 

・条文の整理と思わ

れる（甲の義務をあ

えて甲乙間の契約で

言及する必要はない

との考えではない

か。）なお、「保護すべ

き情報」から個人情

報は除かれている

（冒頭の定義参照） 
 個人情報の

扱い 

（個人情報の取扱い） 
第４５条 乙は、甲から預託を受けた個人情報について、

善良な管理者の注意をもって取扱う義務を負わなければ

ならない。 
 
 
 
 
 
２ 乙は次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、

事前に甲の承認を受けた場合は、この限りではない。 
（後略） 

（個人情報の取扱い） 
第４４条 乙は、甲から預託を受けた個人情報（生存する

個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生

年月日その他の記述又は個人別に付された番号、記号その

他の符号により当該個人を識別できるもの（当該情報のみ

では識別できないが、他の情報と容易に照会することがで

き、それにより当該個人を識別できるものを含む。）をい

う。以下同じ。）について、善良な管理者の 
注意をもって取扱う義務を負わなければならない。 
２ 乙は次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、

事前に甲の承認を受けた場合は、この限りではない。 
（後略） 

 
・条文の整理と思わ

れる。（個人情報は事

務処理要領で定義さ

れているので、契約

条文で言及しないこ

ととしたと思われ

る。） 

  （その他の事項） 
第４８条 乙は、本契約に定める事項のほか、甲が別に定

（その他の事項） 
第４７条  

 
 



7 
 

める委託業務の実施に必要な事務手続き等に従わなけれ

ばならない。 
２ 本契約に定めのない事項及び本契約に定める事項につ

いて生じた疑義については、甲、乙協議のうえ、解決する

ものとする。 
３ 前項の規定による協議が整わないときは、乙は、甲の

意見に従わなければならない。なお、甲の意見に対し、乙

が不服を申し立てるときは、甲を提訴することができる。 
４ 本契約に関する訴えは、東京地方裁判所の管轄に属す

るものとする。 
５ 本契約及び業務にかかる文書等は、行政機関の保有す

る情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）に

基づいて処理するものとする。 
６ 甲は、本契約に係る業務において、特定秘密その他秘

密を乙に提供しない。 

 
（１から５まで、同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

該当なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・「甲は、本契約に係

る業務において、特

定秘密その他秘密を

乙に提供しない。」と

明記された 
     
様式第30 確認書 様式第３０ 

確 認 書 
日 付 

支出負担行為担当官 
防衛装備庁長官官房会計官付経理室長 殿 

（受託者）住 所 
名称及び 

代表者名 印 
○○○○（受託者名称及び代表者氏名）（以下「乙」とい

う。）は、支出負担行為担当官防衛装備庁長官官房会計官

様式第３０ 
確 認 書 

日 付 
支出負担行為担当官 
防衛装備庁長官官房会計官付経理室長 殿 

（受託者）住 所 
名称及び 

代表者名 印 
○○○○（受託者名称及び代表者氏名）（以下「乙」とい

う。）は、支出負担行為担当官防衛装備庁長官官房会計官
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付経理室長○○ ○○（以下「甲」という。）に対し下記の

事項を約する。 
記 

１． 当該契約に基づく委託業務の実施によって、産業財

産権に係る技術上の成果が得られた場合には、遅滞なく、

防衛装備庁長官を通じ、防衛大臣にその旨を報告すること

を乙が約すること。 
２． 甲が、自らの用に供するため又はその他特に必要が

あるとしてその理由を明らかにして求める場合には、無償

で当該知的財産権を利用する権利を甲及び甲の指定する

者に許諾することを乙が約すること。 
３． 当該産業財産権を相当期間活用していないことが認

められ、かつ、当該産業財産権を相当期間活用していな

いことについて正当な理由が認められない場合において、

甲が特に必要があるとしてその理由を明らかにして求め

るときは、当該産業財産権を利用する権利を第三者に許

諾することを乙が約すること。 
以 上 

付経理室長○○ ○○（以下「甲」という。）に対し下記の

事項を約する。 
記 

１． 当該契約に基づく委託業務の実施によって、産業財

産権に係る技術上の成果が得られた場合には、遅滞なく、

防衛装備庁長官を通じ、防衛大臣にその旨を報告すること

を乙が約すること。 
２． 甲が、自らの用に供するため又はその他特に必要が

あるとしてその理由を明らかにして求める場合には、無償

で当該知的財産権を利用する権利を甲及甲の指定する者

に許諾することを乙が約すること。 
３． 当該特許等を相当期間活用していないことが認めら

れ、かつ、当該知的財産権を相当期間活用していないこ

とについて正当な理由が認められない場合において、甲が

特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めると

きは、当該知的財産権を利用する権利を第三者に許諾す

ることを乙が約すること。 
以 上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・用語の統一ではな

いかと思われる。 

     
様式第40 成果公表届 様式第４０ 

成 果 公 表 届 
日 付 

防衛装備庁長官 殿 
（受託者）住 所 

名称及び 
代表者名 印 

平成 年 月 日付 
平成○○年度安全保障技術研究推進制度「（委託業務題

目）」 

様式第４０ 
成 果 公 表 届 

日 付 
防衛装備庁長官 殿 

（受託者）住 所 
名称及び 

代表者名 印 
平成 年 月 日付 
平成○○年度安全保障技術研究推進制度「（委託業務題

目）」 
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上記委託業務について、得られた成果をこのたび下記の

とおり公表いたしますので、委託契約書第３６条第１項

に基づき届け出ます。 
記 

１．公表する成果 
２．公表の方法 
３．成果を公表する時期 
４．公表を必要とする理由 
５．知的財産権の取得に関する事項 

 
上記委託業務について、得られた成果をこのたび下記のと

おり公表いたしますので、要領第３２の規定 に基づき届

け出ます。 
記 

１．公表する成果 
２．公表の方法 
３．成果を公表する時期 
４．公表を必要とする理由 

 
 
・（旧）要領３２の規

定は削除されてお

り、根拠が契約書の

第３６条第１項と規

定とされた。 
 
 
・事前の確認から通

知に変更されたの

で、通知の中で「５．

知的財産権の取得に

関する事項」の通知

も求めることとした

と思われる。 
以上 


